



















































































発表年 館種別 名 称 作成機関団体
1950 ○ 図書館員養成課程基準 大学基準協会
1950  省令科目 文部省
1954 ○ 図書館学教育基準 大学基準協会
1965 ○ 図書館学教育改善試案 日図協図書館学教育改善委員会
1968  省令科目 文部省
1972 ○ 図書館学教育改善試案 日図協図書館学教育部会図書館学教育基準委員会






作成機関 発表年 名 称 単位数 科目名 科目内容の有無
文部省
1950年 省令科目 15 全科目表示 なし
1968年 省令科目 19 全科目表示 なし
大学基準協会
1950年 図書館員養成課程基準 20 例示 なし
1954年 図書館学教育基準 38 例示 なし






1965年 図書館学教育改善試案 20～38 全科目表示 簡単な説明文





















































































































































































関 連 科 目
哲学、論理学、言語学、文学史、教育学、社会学、経営学、数学、自然科学通論、生理学、心理学、情報工学等
決定され，CIEの要望により東京地区には分科会が設置されることとなった。委員の構成は次
の通りである。
・図書館研究委員会:関西地区
委員長:鳥養利三郎，副委員長:原隨園（京都大学），勝義孝（京都府立医科大学），松好貞夫（同
志社大学），平田隆夫（立命館大学），宮崎圓遵（龍谷大学），多屋頼俊（大谷大学），清水辰次郎
（大阪大学），飯田繁（大阪商科大学），森川太郎（関西大学），冨士貞吉（大阪医科大学），田中達男
（大阪理工科大学），宮下孝吉（神戸経済大学），松島周藏（兵庫県立医科大学），東晋太郎（関西学院
大学），加地哲定（高野山大学）
幹事:本田弘人，内藤敏夫，宮西光雄（以上，京都大学），田内靜三，田中敬（以上，大阪大学
なお，田中は追加委嘱），小野則秋（同志社大学）
・分科会:東京地区
分科会主査:佐々木吉郎（明治大学 大学基準協会理事），高木八尺，河合博（以上，東京大学），
山口隆二（東京商科大学），植村琢（東京工業大学），柄澤日出雄（慶應義塾大学），羽里彦左衛門
（千葉医科大学），森村豊（日本大学），市川秀雄（中央大学），舟木重彦（上野図書館講習所），加藤
宗厚（東京文理科大学），小松芳喬（早稲田大学）
幹事:田中豊喜（明治大学）
2月に東京地区分科会の第1回会合で，司書養成コースの基準作成について話し合われた。当
初，京都大学で司書養成コースを設けていることもあり，関西地区の図書館研究委員会で司書養
成コースの基準を，東京地区の分科会で図書館自体の問題点を研究することが協会内で予定され
ていた。しかし，CIEから東京地区においても司書養成コースの基準作成を研究すべきという
強い要望があったため，東京地区の分科会でも取り上げられることが決定された。ライブラリア
ン養成については，大学課程としての4年制の研究を進めると同時に，河合，山口，柄澤の3委
員が小委員会を構成し，4か年制の基準案を作成することになった。
3月に関西地区の図書館研究委員会第1回委員会が開催された。
この経過の特徴は次の点である。図書館基準その他を研究するため，大学基準協会は1948年1月
の理事会で関西地区に図書館研究委員会を設置したが，CIEの要望によって，東京地区に分科会を
設置することになった。関西地区の図書館研究委員会で司書養成コースを，東京地区の分科会で図書
館自体の問題点を研究することが予定されていたが，CIEの要望により，図書館研究委員会，分科
会の両方において司書養成コースの基準について話し合われることになった。ライブラリアン養成に
ついては，東京地区に小委員会を設け，4年制を対象とした基準案を作成することになった。委員は，
河合博，山口隆二，柄澤日出雄である。
3.1.2 1948年度
『55年史』の要約
1948年4月に第3回委員会が開催され，小委員会案を検討し，図書館学課程基準（案）が決定
された。1949年2月に図書館学課程基準（案）が基準委員会に上程された。基準委員会では名称
を「図書館学教育基準案」と訂正し，図書館学課程は大学（学部）課程にも修士課程にも設置で
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きるとの記述を削除する等5点を修正した。3月の東京地区分科会の第10回会合において委員
長より基準委員会での上記の修正が報告され，了承された。
この経過の特徴は次の点である。1948年度に基準委員会は，基準の名称を「図書館学課程基準
（案）」から「図書館学教育基準案」へと変更した。基準委員会が検討した基準案の名称は，この時点
ではまだ「図書館員養成課程基準」ではなかった。また，基準委員会は，図書館学課程は大学（学部）
課程にも修士課程にも設置できる等の記述の削除を決定し，東京地区分科会で，それを了承している。
3.1.3 1950年度
『55年史』の要約
1950年4月18日の基準委員会では，再度「図書館学教育基準案」が審議された。1949年2月
の基準委員会で，削除されたことになっていた修士課程における図書館学課程および図書館事務
簡易課程（参考案）に関する基準が削除保留とされていた。同日の基準委員会でもこの部分につ
いては時期尚早との理由で決定が保留された。
4月25日に既に決定されている部分のみが評議員会に上程された。評議員会では，基準の名
称を「図書館学教育基準」から「図書館員養成課程基準」に改めるとともに，基準案中の「図書
館学課程」の用語を「図書館員養成課程」に改めたうえで承認された。評議員会上程までに1年
以上の期間を要した背景の一つとして，図書館基準をめぐる両地区委員会の調整が進まなかった
ことも関係していると言われている。
この経過の特徴は次の点である。1949年2月の基準委員会で，図書館学課程は修士課程にも設置
できるという記述の削除を決定し，3月の東京地区分科会でそれが了承されたが，実際は削除保留と
なっており，1950年4月の基準委員会でも時期尚早という理由でその部分の決定が保留されている。
基準委員会内に，修士課程での「図書館学教育」を認める意見とそれを認めない意見があったことが
考えられる。4月の評議員会では，既に決定されている部分のみについて，名称を「図書館員養成課
程基準」に変更して決定されている。評議員会に「図書館学教育」に対する批判的な意見があったこ
とが考えられる。
3.1.4 1951～1952年度
『55年史』要約
1951年6月の理事会兼評議員会で，各基準の体裁と用語の統一を図ることが基準委員会に委
託され，同委員会において7月以降審議が進められた。
1953年1月の基準委員会で「図書館員養成課程基準」が一応可決された。2月の基準委員会で
は，「基準制定に関する基本規定」（1952,1,29，評議員会決定）第2条「但し大学基準に関連する
基準については一般的標準を表わす形でこれを制定することもできる」を適用できるかどうかが
審議されたが，明確な結論は出されなかった。
この経過の特徴は次の点である。1951年7月以降審議を開始し，約1年半後の1953年1月の基準
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委員会で「図書館員養成課程基準」が一応可決されている。「一応」は，「図書館員養成課程基準」に
ついて，「一般的標準を表わす形」とするかどうかの点で議論があったものと考えられる。
3.1.5 1953～1954年度
『55年史』の要約
1953年4月に「図書館員養成課程基準」は，基準委員会で報告，了承され，理事会兼評議員
会で承認，決定された。7月の基準委員会で，図書館員養成課程基準分科会の設置と委員構成の
会長および基準委員長への一任が決定した。「図書館員養成課程基準」が基準として不完全なも
のととらえられたためである。「図書館学科」が設置されている現状から，分科会の名称が「図
書館学教育基準分科会」に改められた。また，そこで審議される基準も「図書館学教育基準」に
改められることとなった。委員構成は次の9名である。
・主査:高木貞二（東京大学）
・委員:ロバートLギトラー（RobertL.Gitler慶應義塾大学），泉井久之助（京都大学），岡田
温（国会図書館），小松芳喬（早稲田大学），斎藤敏（日本大学），土岐善麿（日本図書館協会）
追加委員:武田虎之助（東京学芸大学）
・委員兼幹事:裏田武夫（東京大学）
10月から翌1954年3月までに6回の会議が開かれた。そこでは，現行「図書館員養成課程基
準」と異なり，単に既成の施設に即応する図書館人の養成だけでなく，図書館学という学問を創
っていく人をも養成するための基準を作るのが今回の基準改正の根本であることが確認された
（第3回議事抄録）。その上で，ギトラーから提出された「慶應義塾大学文学部日本図書館学校学
校案内」，「アメリカに於ける図書館学教育基準及び図書館学校教科基準設定の現状について」，
「慶大文学部図書館学校学生の作成した『図書館学教育の目的試案』」などの資料や裏田，岡田委
員らの試案及び資料などを中心に検討が行われた。
1954年2月の第5回分科会で，裏田による第2次試案をもとに「図書館学教育基準」の分科
会案が決定され，基準委員会に上程されたが，基準委員会で修正案が審議されることになった。
4月に基準委員会が「図書館学教育基準」修正案の再確認を行った。4月27日の理事会兼評議
員会で「図書館学教育基準」修正案が上程され，承認された。
この経過の特徴は次の点である。「図書館員養成課程基準」は，1953年4月に大学基準協会理事会
兼評議員会で承認決定されたが，その3か月後に不完全なものと評価され，「図書館員養成課程基
準分科会」が設置されている。分科会は，東京の図書館関係者を中心に構成され，ギトラーが委員に
加わっている。作業の中心は裏田武夫である。その後，分科会の名称は，すでに図書館学科が設置さ
れていることから「図書館学教育基準分科会」に改められた。「図書館学教育基準」は1954年4月に
大学基準協会理事会兼評議員会で承認決定された。大学基準協会内に「図書館員養成課程基準」と
しての位置づけに批判的な意見があったものと考えられる。
3.1.6 まとめ
『55年史』を分析した結果，「図書館員養成課程基準」，「図書館学教育基準」が承認，決定される
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までの過程について，次のことが考えられる。
評議員会で，一度，「図書館学教育基準」が「図書館員養成課程基準」に変更され，さらにその後，
「図書館学教育基準」への変更が行われたことから，大学基準協会内部に，「図書館学教育基準」の制
定に消極的で時期尚早であるという考え方と，図書館学を学問として確立しようという意見の二つが
あった。その中で，CIEの強い要望により，関西地区，東京地区の両方で司書養成コースの基準に
ついて話し合われることとなったこと，「図書館学教育基準分科会」の委員にギトラーが加わってい
ることから，CIEは日本で図書館学が確立するように支援していたことが考えられる。また，これ
に加えて，慶應義塾大学に図書館学科が既に設置されていたことも影響していた。
3.2 その後の議論
（1） 取組みの意義
神本光吉は，1974年に「図書館員養成課程基準」を図書館学教育に関する基準の嚆矢であると評
価し，「実習」が強調されている点を特色の一つとして挙げている20）。村田修身は，1985年に，「図
書館員養成課程基準」で示された科目は，大学教育の中で行われるためのものであり，大学教育にな
じみやすい性格を基本的に備えていること，「図書館学教育基準」の例示された科目と合計単位数は
かなり高い水準を示しているが，日図協図書館学教育改善委員会小委員会でも無理ではないとの結論
を得ていることを指摘し，3つの基準は，現在の大学における図書館学教育の基準として通用する水
準にあると評価している21）。
（2） 取組みの問題点
神本は，1974年に「図書館員養成課程基準」について次のように指摘している22）。①選択科目は，
図書館の館種別を意図していることがうかがい知れるが，科目設定の根拠が恣意的であって体系的で
ない。②必修科目と選択科目の分け方が適切でない。必須科目とは何かをまず規定し，そのうえで選
択科目を広い視野から設定すべきであった。③「基準」の嚆矢であっても，存在価値は損失している。
村田は，1985年に，「図書館員養成課程基準」の科目数は，図書館法施行規則に規定された科目数と
比較すると少なすぎるという指摘を受けるだろうと述べている23）。
藤川正信は，1967年に「図書館学教育基準」の問題点を次のように指摘している24）。①4部門の
間に体系的関連がない。資料と整理部門の両部門が切り離されている。②整理部門で分類，目録だけ
に著しい重点が置かれている。検索上重要な意味を持つコード，コーディングといった共通的要素が
分割されている。③管理部門では原理的なアプローチを欠いており，観念的な図書館，ある種の図書
館についてしか述べられない。④「図書館史」は，理念としての図書館史，一館の歴史，図書館の組
織，技能，技術の個別的歴史とを区別すべきである。⑤「青少年と図書館」は，年齢的な区分よりも
情報の生産者，利用者の特性の中で論じられる必要がある。⑥ファイル，ファイリングは重要な要素
であるにもかかわらず，管理部門か，分類目録の中に吸収されるのは不合理である。⑦資料部門の
中で，書誌的資料，調査研究資料が単位的に見て少なすぎる。さらに，4部門の内容等について，セ
ミナーで出された意見をまとめている。村田は，1985年に「図書館学教育基準」の4部門に利用者
の観点が弱いことを指摘している25）。
これらの指摘はいずれも二つの基準が制定されてから10年以上も後のものである。神本の意見は
結論のみで，より詳しい説明が望まれる。村田の意見については，省令科目の必修科目10科目，選
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択科目4科目，「図書館員課程基準」の必修科目8科目，選択科目12科目で，必修科目においては特
に大きな差は見られない。藤川の指摘は，詳細で適切と思われる内容も多いが，1960年代後半の時
点の図書館学の水準にもとづくものであり，そのような観点から別途検討する必要がある。
4.考 察
本章では，大学基準協会による図書館学教育の基準に関する取組みに対する評価と問題点を明らか
にする。
4.1 大学基準協会の検討の経過
研究課題（1）「どのような経緯で作成され，発表されたのか」について検討する。第1，3章で明
らかにしたことをもとに，大学基準協会の取組みの経過，取組みの背景の二つの観点から分析する。
（1） 大学基準協会内部の二つの考え方
1950年4月に「図書館員養成課程基準」を制定し，戦後日本で初めての図書館職員養成のための
教育基準を定めている。大学基準協会内部に，「図書館学教育基準」の制定に消極的で時期尚早であ
るという考え方と，図書館学を学問として確立しようという意見があり，その対立の中で，学問とし
ての確立をめざして，「図書館学教育基準」の制定に至ったと考えられる。
（2） CIEの要望
当初，図書館基準その他を研究するため，関西を中心に図書館研究委員会が設置され，東京地区は
CIEとの連絡をとるための何らかの組織を置くことが決定されていたが，CIEの要望を受けて，東
京にも分科会を置くことになった。また，司書養成コースの基準を関西地区の図書館研究委員会で，
図書館自体の問題を東京地区分科会で研究することが予定されていたが，CIE側から東京地区にお
いても司書養成コースの基準作成に当たるべきという強い要望があったため，東京地区分科会におい
ても司書養成コースの基準について取組むことになった。この二つのことから，CIEの強い要望が
あったことがわかる。
（3） 関西地区と東京地区
「図書館員養成課程基準」を作成する際の構成委員は，関西地区22名，東京地区13名であったの
に対し，「図書館学教育基準」の「図書館学教育基準分科会」の構成委員9名のうち，関西の委員は1
名だけである。両地区の調整，構成員の人数の多さの点から，大学基準協会での図書館学教育基準に
対する取組みの中心が，関西から東京へと移ったと思われる。
4.2 大学基準協会の図書館学教育に関する基準の特徴
研究課題（2）の「どのような内容であるのか」について，二つの基準を項目別に比較検討する。
（1） 対象範囲
「図書館員養成課程基準」では，4年制大学の4年あるいは3～4年での養成課程を想定している。
「図書館学教育基準」では，図書館学科での図書館学教育を対象とし，目的で「あらゆる図書館の機
能達成」と明示されていることから，全館種の図書館職員の養成をめざしていることが想定できる。
4年制大学の専門課程で，各館種の図書館職員の養成をめざしている点で共通している。
（23）
（2） 単位数と科目
「図書館員養成課程基準」では，必修科目は20単位以上と定められているが，選択科目の各科目及
び合計の単位数は示されず，履修が必要な単位数は示されていない。科目名は例示で，分類されてい
ない。公共図書館に関する科目が多く，公共図書館以外の大学，学校，専門図書館関係の科目は，選
択科目で設けられているが，名称が統一されていない。
「図書館学教育基準」では，専門科目は，基礎部門，資料部門，整理部門，管理部門の4部門に分
類されて，構成が整理されている。単位数も38単位以上と定められている。各部門の単位数は示さ
れているが，科目名は例示で，各科目の単位数は示されていない。「図書館員養成課程基準」で設け
られていた館種別の図書館に関する科目が設けられていない。
「図書館員養成課程基準」では必修科目の単位数のみを定め，「図書館学教育基準」では，部門に分
け，全体の単位数を定めたが，後者では単位数が増え，充実が図られている。
どちらの基準も，実習を必ず行うものと定めており，図書館の実際を学ぶことができるように配慮
されている。
（3） 教員，教育環境の整備
「図書館学教育基準」では，専攻科目を担当する専任教員を最少限4名と明示している。これは，
専任教員を確保する上で重要である。専用図書室の設置，学内外の協力図書館との連携，必要な材料
器材の整備についても定めており，教育の質の向上に大きな意義がある。
4.3 大学基準協会の取組みの評価
研究課題（3）の「どのように評価できるのか」について，その後の議論をもとに，意義と問題点
について検討する。
（1） 意義
「図書館員養成課程基準」は，戦後日本で初めての図書館学教育に関する基準であり，公共，大学，
学校，専門図書館という各館種の図書館を想定した教育基準で，館種別の科目が含まれている。村田
が述べているように大学教育になじみやすいものであり，戦後日本の大学において実現可能な図書館
学教育の範囲を示していると思われる。
「図書館学教育基準」では，四つの部門を設けることによって体系を明確にし，全体の単位数や教
員数を示すことによって，全体の枠組みを定め，詳細は大学の自主的な判断に委ねたものと考えられ
る。館種別の科目は含まれていない。
（2） 問題点
「図書館員養成課程基準」，「図書館学教育基準」ともに，発表された後若干の議論はあるが，継続
的な議論が行われていない。
5.結 論
以上のことから，大学基準協会の図書館学教育に関する基準が果たしてきた役割について，次のよ
うな結論を導くことができる。
（1） 戦後日本最初の図書館学教育に関する基準
「図書館学教育基準」の制定によって，大学基準協会内における消極的な意見を打破して，学問と
（24）
しての「図書館学」が確立された。その背景には，慶應義塾大学における図書館学科の設置とCIE
の支援があった。後にいくつかの機関団体が図書館学教育に関する基準科目案作成を試みている
が，「案」にとどまり，「基準」を発表したのは大学基準協会のみである。
（2） 各館種図書館職員養成のための教育基準
大学基準協会による図書館学教育に関する基準は，文部省が同時期に公共図書館職員のための省令
科目を制定しているのに対し，あらゆる館種の図書館職員の養成を想定している。
（3） 図書館学教育の枠組みの制定
専攻科による教育，大学3～4年での履修，38単位，「実習」の実施，「図書館学」の名称，最少限4
名の専攻科目を担当する専任教員の配置，専用図書室の設置，学内外の協力図書館との連携，必要な
材料機器材の整備という枠組みが確立されている点に意義がある。これらは，その後に作成された
図書館学教育の基準，科目案に大きな影響を与えている。なお，これに加えて，二つの基準について
は，発表後に継続的な議論が行われていないことが指摘できる。日本の大学全体が，図書館法にもと
づいた司書養成により深い関心を持ったこともその要因と考えられる。継続的な議論を行っていれば，
戦後日本における図書館学教育のより一層の発展につながったと考えられる。
おわりに
本稿では，「図書館員養成課程基準」，「図書館学教育基準」に注目し，大学基準協会の図書館学教
育に関する基準を検討したが，今後は「図書館情報学教育基準」（1977），「図書館情報学教育に
関する基準およびその実施方法」（1982）に関する大学基準協会の取組み等について検討を進めたい。
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